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歳
入
決
算
額
の
主
な
増
減
内
容
と
し
て
は
、
町
民
税
が
10
億
８
千
９
１
６

万
円
、
前
年
度
比
０
・
２
㌫
の
増
で
、
個
人
住
民
税
の
扶
養
控
除
の
税
制
改

正
に
伴
う
増
収
と
法
人
住
民
税
の
減
収
に
伴
う
増
減
に
よ
る
も
の
で
す
。
固

定
資
産
税
が
13
億
６
千
３
０
９
万
９
千
円
、
前
年
度
比
４
・
７
㌫
の
減
で
、

評
価
替
え
等
に
よ
る
も
の
で
す
。
町
税
全
体
で
は
25
億
７
千
３
２
５
万
５
千

円
、
前
年
度
比
２
．
５
㌫
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

そ
の
他
の
収
入
項
目
で
は
、
自
動
車
取
得
税
交
付
金
が
２
千
１
７
７
万
３

千
円
、
前
年
度
比
27
．
８
㌫
の
増
で
す
。
地
方
特
例
交
付
金
が
１
千
４
９
８

万
７
千
円
、
前
年
度
比
66
・
２
㌫
の
減
で
す
。
地
方
交
付
税
が
３
億
９
千
８

４
４
万
５
千
円
、
前
年
度
比
15
・
９
㌫
の
増
で
す
。
ま
た
、
国
庫
支
出
金
が

６
億
３
８
２
万
５
千
円
、
前
年
度
比
６
・
０
㌫
の
増
で
す
。
県
支
出
金
が
３

億
６
１
３
万
４
千
円
、
前
年
度
比
37
・
４
㌫
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ

は
、
前
年
度
は
介
護
基
盤
の
整
備
の
た
め
の
臨
時
特
例
交
付
金
の
交
付
が
あ

っ
た
た
め
で
す
。
そ
の
他
、
繰
入
金
が
９
千
25
万
６
千
円
、
前
年
度
比
59
・

７
％
の
増
で
す
。

　

歳
出
決
算
額
の
主
な
増
減
内
容
と
し
て
は
、
性
質
別
で
は
補
助
費
等
が
６
億
２

千
６
５
１
万
５
千
円
、
前
年
度
比
15
・
５
㌫
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
投
資
的
経
費

は
、
７
億
７
千
２
０
０
万
４
千
円
、
前
年
度
比
12
・
７
㌫
の
増
と
な
り
ま
し
た
が
、

こ
れ
は
松
ノ
木
河
原
公
園
整
備
事
業
や
平
成
23
年
度
か
ら
三
か
年
を
か
け
て
実
施

し
て
い
る
開
成
小
学
校
の
大
規
模
改
修
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　

人
件
費
は
、
８
億
９
千
３
５
４
万
５
千
円
、前
年
度
比
１
・
２
㌫
の
減
で
、
職
員

の
地
域
手
当
の
削
減
や
前
年
度
に
議
員
共
済
年
金
制
度
の
廃
止
に
伴
う
共
済
組
合

負
担
金
の
支
出
な
ど
が
あ
っ
た
た
め
、
前
年
度
に
比
べ
て
減
と
な
っ
た
も
の
で
す
。

　

物
件
費
は
、
７
億
７
３
７
万
７
千
円
、
前
年
度
比
７
・
９
㌫
の
減
で
、
緊
急
雇

用
創
出
事
業
が
一
部
の
継
続
さ
れ
た
事
業
を
除
き
終
了
し
、
町
事
業
の
う
ち
対
象

と
な
る
事
業
が
大
幅
に
減
少
し
た
た
め
、
委
託
費
や
賃
金
等
が
減
と
な
っ
た
こ
と

に
よ
る
も
の
で
す
。

　

扶
助
費
は
、
８
億
９
千
１
５
１
万
５
千
円
、
前
年
度
比
２
・
８
㌫
の
増
で
、
障

害
者
自
立
支
援
給
付
に
伴
う
増
、
障
害
児
児
童
発
達
支
援
給
付
費
の
増
や
児
童
手

当
の
所
得
制
限
導
入
に
伴
う
支
給
額
の
減
な
ど
の
増
減
に
よ
る
も
の
で
す
。

■自主財源…町税や使用料、手数料、財産収入など直
　接町に入ってくるお金です。
■依存財源…国や県の法令等によって定められた額を
　交付されたり、割り当てられたりするお金です。
■地方交付税…国の基準に基づく行政サービスを行う
　場合の不足費用について、国から地方公共団体へ交
　付するお金です。
■国庫支出金…国が指定する特定の事業に対して、国
　が負担や補助をするお金です。
■県支出金…国や県が指定する特定の事業に対して、
　県が負担や補助をするお金です。
■地方消費税交付金…消費税５㌫のうち１㌫が地方消
　費税で町の人口や事業所従業員数などを基に配分さ
　れます。

■人件費…町長や町職員の給料、町議会議員や委員会
　委員の報酬です。
■物件費…消耗品の購入費、通信費や公共施設の管理
費などの経費です。
■維持補修費…施設等の維持管理上必要な経費です。
■扶助費…高齢者や乳幼児等の医療費助成や、児童手
　当の給付などの社会保障に必要な経費です。
■補助費等…足柄西部清掃組合、足柄消防組合などへ
　の負担金や各種団体への補助金です。
■公債費…町債（町の借金）と一時借入金の元本と利
　子の返済金です。
■普通建設事業費…道路や公園、学校、町営住宅など
　の公共施設を建設する経費です。

■町民一人あたりに使われたお金　計312,892円

■町税の推移

※「分担金及び負担金等」とは、分担金及び負担金・使用料及び手数料・
　財産収入・寄附金・繰入金・諸収入です。
※「その他」とは、地方譲与税・利子割交付金・配当割交付金・株式等譲渡
　所得割交付金・自動車取得税交付金・地方特例交付金・交通安全対策
　特別交付金です。

その他：軽自動車税、町たばこ税

平成24年度

平成23年度

平成22年度

平成21年度

平成20年度

町民税（個人） 町民税（法人） 固定資産税

33億340万9千円

27億1272万1千円

26億1249万8千円

26億3794万8千円

25億7325万5千円

その他

0 5 10 15 20 25 30 35

用  語  解  説『歳出』
92,373円 57,233円

34,235円

15,996円

26,025円

6,287円

43,718円

24,469円

12,556円

一般会計 一般会計歳　出 歳　入

民 生 費

教 育 費

消 防 費

土 木 費

公 債 費

議 会 費

総 務 費

衛 生 費

そ の 他

　決算は、私たち町民が納めた
税金などが、どのように使われた
かを示すものです。平成24年度
の決算を町のキャラクターであ
るあじさいちゃんとしいがしくん
といっしょに見ていきましょう。

問　財務課　☎84ー0322平成24年度 決算報告
歳入総額は９０億９８０万２千円歳出総額は８６億７,333万1千円

用  語  解  説『歳入』

開成町のふところ事情
南部地区土地区画整理事

業や開成小学校大規模改

修事業など積極的に投資

的事業をやったんだね☆

町税や県支出金が

減って厳しい財政運営

だったのね☆

地方消費税交付金 1億5,650万5千円（2.9%）

投資的経費
（14.9%）

自主財源
（59.6%）

消費的
 経費

（60.2%）

依存財源
（40.4%）その他

（24.9%）

歳入総額
54億2,764万4千円

歳出総額
51億9026万円

県支出金 3億613万4千円
（5.6%）繰出金

6億5307万8千円
（12.6%）

投資及び
出資金・
貸付金
572万円

（0.1%）

積立金
2億181万7千円

（3.9%）

公債費
4億3170万2千円

（8.3%）

補助費等 6億2651万5千円（12.1%）

扶助費 8億9151万5千円（17.2%）

維持補修費
698万7千円

（0.1%）

物件費
7億737万7千円

（13.6%）

人件費 8億9354万5千円
（17.2%）

普通建設事業費 7億7200万4千円（14.9%）

地方交付税
3億9,844万5千円

（7.3%）

国庫支出金
6億382万5千円

（11.1%）

町債 6億3,570万円
（11.7%）

繰越金
3億7,326万2千円

（6.9%） 分担金及び負担金等
2億9,019万3千円（5.4%）

町税
25億7,325万5千円

（47.4%）

その他 9,032万5千円
（1.7%）


